
 

 
 

令和７年度 社会福祉法人岐阜県社会福祉協議会事業報告書 

 

Ⅰ 事業概要 

令和７年度は、第６次ウインクプラン（令和４年度～令和８年度）の４年目にあたり、

「誰もが支え合いつながり続ける地域共生社会の実現」を目指し、市町村社協、社会福

祉施設、民生委員・児童委員、その他関係機関・団体と連携し、基本目標及びアクショ

ンプランに基づき各種事業に取り組んだ。 

物価高騰等の影響により、困窮家庭の状況は依然として厳しい状況が続いており、本

会においても、コロナ特例貸付のフォローアップ支援等、引き続き生活が困難な方への

継続した支援に取り組んだ。 

また、全国各地で地震や豪雨による災害が頻発化・激甚化するなか、能登半島地震に

おける被災者支援活動の教訓を踏まえ、県内社協による災害時の支援体制を強化するた

め、「被災地社協支援のあり方検討会」を設置し、相互支援の新たな仕組みの構築に向け

て検討した。 

 

 

〔重点事業〕 

基本目標１ 暮らしを支えよう 

１ 生活困窮者自立相談支援事業の体制強化 

（１）生活困窮者等への相談支援 

生活保護に至る前の生活困窮者を支援するため、町村圏域における自立相談支援事業

を県の受託により実施。家計改善支援事業、就労準備支援事業、就労体験等開拓事業等

の任意事業を実施し、町村社協や関係機関と連携しながら、ニーズの早期発見及び対象

者の課題把握、自立生活に向けた一体的な支援に努めている。 

〔相談の傾向〕 新規相談件数：329 件 

・生活費や仕事探し、病気・メンタルヘルスなどに関する相談が多く、住まいに関

する相談が増加傾向にある。 

・年代別では、20～30 代の相談者が増加傾向にあり、ＡＩの活用やＳＮＳ等により、

若い世代の相談につながっている。 

県内の支援機関等が把握する社会資源やノウハウを共有することにより、法改正に対

応して緊密に連携を図ることを目的に「生活困窮者自立相談支援機関等連携会議」を実

施するとともに、早期発見し地域で見守る体制作りを進めるため、地域での講演会等の

機会を捉え、制度や相談事例等を説明し、地域の方々や専門他機関の協力の理解促進に

努めた。 

 

 

 

 



 

 
 

〔相談件数等の実績〕 

  ※プラン作成件数は再プランを含む 

  令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

自立相談支援事業     

    新規相談件数 234 226 329 

  プラン作成件数 312 314 295 

  家計改善支援事業    

    新規相談件数 112 130 238 

    プラン作成件数 139 150 128 

  就労準備支援事業    

    新規相談件数 43 70 90 

    プラン作成件数 14 13 25 

 

（２）潜在化する生活困窮者層に向けたアウトリーチの実施 

  赤い羽根共同募金「生活困窮者への緊急支援活動配分金」をもとに、物価高騰やさま

ざまな要因により経済的に困窮し社会的孤立状態にあるなど厳しい生活環境にある方に

対して、市町村社協を通じて日用品を配布し、潜在化を防ぎ相談につなげるためのアウ

トリーチを実施した。   ・日用品配布数：500 セット 

 

２ 生活福祉資金特例貸付債権管理の充実・強化 

（１）コロナ特例貸付債権管理の実施 

コロナ特例貸付は、全債権の償還が開始となっており、緊急小口資金については、す

でに２年間の償還期限を経過しているが、償還困難となっている世帯は少なくない。 

 〔貸付世帯の状況〕 

  ・貸付世帯のうち約３割が償還免除となっている。また、償還困難となっている世帯

が３割以上あるが、免除や猶予をしておらず現在の生活状況が把握できていない状

況にあり、依然として生活困窮状態にある借受人へのフォローアップ支援に取り組

んでいる。 

【コロナ特例貸付状況】※R8.3 末までの累計実績 

 
貸付実績 償還免除 償還金 償還率 

償還 

猶予 

償還月額 

減額対応 

件数 
金額 

（千円） 
件数 

金額 

（千円） 

金額 

（千円） 
％ 件数 件数 

緊急小口資金 17,441 3,324,145 6,379 1,155,695 1,242,672 31.5 104 310 

総合支援資金 15,035 6,396,476 6,242 2,678,462 396,220 27.8 91 261 

 

初回 8,012 3,301,727 3,562 1,492,863 273,646 26.6 57 159 

延長 2,518 1,109,560 1,067 471,085 58,666  27.3 16 53 

再貸付 4,505 1,985,189 1,613 714,514 63,907   34.9 18 49 

合計 32,476 9,720,621 12,621 3,834,157 1,643,892   30.5 195 571 



 

 
 

（２）コロナ特例貸付借受人に対するフォローアップ支援 

①借受人の生活状況把握のためのアンケート調査の実施 

  コロナ特例貸付借受人に対する貸付後の生活状況の把握及び生活再建に向けたフォ

ローアップとして、貸付後に継続的な償還ができていない借受人を対象にアンケート

を実施。市町村社協と情報共有を図り、「償還猶予・減額返済」や「自立支援機関への

つなぎ」等の相談に対応した。 

   ・アンケート対象者 

（自力償還がなく、世帯状況が把握できていない借受人）：2,132 件 

   ・回答数：145 件（紙回答：94 件、Web 回答：51 件） 

   ・市町村社協によるフォローアップ支援件数：558 件 

  ②市町村社協との連携強化 

   福祉フォロークラウドシステムを全市町村社協へ導入し、オンラインを活用して情

報共有し支援の効率化を図った。また、実際に相談支援を行う市町村社協を訪問し、

貸付相談や支援の状況について現場の声を聞き取り、課題等を共有し今後の支援方法

の見直しにつなげた。 

 

３ 子どもの貧困対策・居場所に対する支援 

①子どもの居場所応援センターの運営 

 子どもや子育て家庭が社会的孤立に陥らないよう、子ども食堂や学習支援活動、子育

て家庭への宅食活動など「子どもの居場所活動」を総合的にサポートするため、居場所

を応援したい企業の開拓や食料支援の仕組みづくりに取り組むとともに、居場所活動の

活性化と行政や地域の相談機関との連携強化を図るための交流会等を実施し、子どもの

居場所の運営を支援した。 

  ・サポーター登録数：303 か所 

（子どもの居場所・学習支援 169、企業 79、県内フードバンク団体等 55） 

   ・居場所等からの相談件数（居場所の運営、食料支援等）：190 件 

 ②「福寿子ども基金」によるサポート事業の実施 

  田口福寿会からの助成金をもとに、子どもの居場所の支援を目的とした「福寿子ども

基金」を設置。物価高騰等の影響を受け、運営資金や食材の不足で活動継続が厳しい状

況にあるなか、子どもの居場所活動を支援する助成事業やフードバンク活動等を通じて

居場所の活動継続を支援した。 

 ・食糧支援等のマッチング（フードバンク事業） 

フードバンクへの寄附（飲料、米、レトルト、お菓子等）：約 58 トン 

 

４ 日常生活自立支援事業の推進及び成年後見制度の利用促進 

  42 カ所の実施社協に専門員を配置し、認知症高齢者や知的障害者等の日常の生活に不

安のある方が地域で安心して生活が送れるよう、福祉サービスの利用手続きや日常的な

金銭管理などを支援する日常生活自立支援事業を実施した。 

   ・相談件数 26,199 件   ・実利用件数 875 件 



 

 
 

成年後見制度の利用促進に向けて、「法人後見従事者養成研修」や「市民後見人養成研

修」など、地域における新たな担い手の確保に取り組んだ。  

 

５ 被災者支援活動の体制整備 

（１）三者連携による被災者支援活動の体制整備 

近年、地震や豪雨等による災害が全国各地で頻発するなか、災害時に適切・効果的な

支援を行うため、行政や社協及び専門的な知識や技術を有する NPO 等との三者連携の促

進に向けた取組を支援した。また、災害時における協力体制を明確にするため日本青年

会議所と協定を締結した。 

  ・日本青年会議所東海地区岐阜ブロック協議会との協定（締結式：令和７年７月７日） 

  ・日本青年会議所東海地区協議会との協定（締結式：令和７年 10 月 28 日） 

 

（２）市町村社協における被災者支援活動の体制整備 

①被災地社協支援のあり方検討会による体制整備 

   南海トラフ地震など県内における大規模災害発生に備え、オール岐阜による県内市

町村社協の相互支援の体制を構築することを目的として新たに検討会を設置し、今後

の支援体制の強化に向けた支援協定の改正など具体的に検討した。 

    ・構成委員  市町村社協職員 10 名 

  ②災害発生時に求められる社協職員の役割を学ぶ研修会の実施 

   災害ボランティア担当職員だけでなく、すべての社協職員が被災者支援活動を行え

るよう、災害発生時に社協職員に求められる役割（災害 VC 設置・運営、支え合いセン

ター業務）について学ぶ研修会をオンラインで実施した。 

   

 基本目標２ ふれあいを支えよう  

１ 地域における支え合い活動の推進 

急速な人口減少、少子高齢化が進行するなか、単身世帯や認知症高齢者の増加、孤独・

孤立など住民の地域生活課題は一層多様化している。 

こうしたなか、地域住民が主体となり地域での支え合い活動を展開する市町村社協の

取組を支援するため、具体的な実践方法について学ぶための各種会議や研修会を開催す

るとともに、市町村社協への巡回訪問を実施し、法人の経営状況や地域福祉活動の実施

状況、本会への要望等の聞き取りを通じて、今後の支援方法を検討した。 

  ・社協ソーシャルワーカー「スキルアップセミナー」「テーマ別検討会」 

    テーマ別検討会では、他市町村の社協職員同士が協力し、１年間にわたり具体的

なテーマにもとづき地域課題の解決に向けて検討することにより、より広い視野で

現状分析や課題を深めることができた。 

    〔検討テーマ〕○拠点集いの場づくり ○移動支援 ○見守り支援 

 

 

 



 

 
 

２ ボランティア・市民活動の振興 

市町村社協、ＮＰＯ、企業・団体等と連携し、ボランティア・市民活動のより一層の

振興に取り組むとともに、ボランティア活動の活性化を図るため、活動者が参集して情

報交換する機会等を設けた。 

  また、地域の担い手不足が深刻化するなか、企業が地域と関わる社会貢献活動は、地

域を支える力となる欠かせない取組であることから、県内企業に対して社会貢献に関す

るアンケート調査を実施し、関心の高い企業を訪問し理解促進に努めた。企業×社協の

協働に向けたセミナーを開催するとともに、「地域とつながる企業の地域貢献ガイド」を

作成し普及啓発に努めた。 

・ボランティア・市民活動フォーラム 2025in 中濃 

   ・企業×社協の協働による社会貢献活動推進セミナー 

 

 基本目標３ 働く人を支えよう  

１ 福祉・介護人材の確保 

福祉・介護現場では慢性的な人手不足の状況にあり、人材確保・育成・定着を図るこ

とは最も重要な課題である。 

福祉人材総合支援センターでは、福祉人材情報システムを活用した求人情報や就職を

支援する各種情報を提供するとともに、福祉のお仕事フェアをシリーズ化し、大規模な

就職フェアに加えて、地域別に小規模なフェアを複数回開催し、求人事業所と求職者の

マッチングの機会の確保に努めた。 

また、福祉のお仕事魅力発信イベント「福祉のお仕事体験フェスタ ふくしワールド」

の開催やＳＮＳの活用等による福祉の仕事の魅力発信のほか、介護系インフルエンサー

と施設職員や福祉の仕事を目指す学生が、福祉の仕事の魅力等を語る座談会を実施し、

岐阜県福祉人材総合ポータルサイトに掲載し、福祉の仕事への理解とイメージアップを

図った。 

〔求人・求職登録等の状況〕 

  新規求人数 新規求職者数 採用者数 

令和５年度 ７，１３４人 ６４６人 １５０人 

令和６年度 ６，６７３人 ６８１人 １１２人 

令和７年度 ６，２０２人 ８２６人 １６３人 

 

また、介護福祉士や保育士等の資格取得や再就職を支援する「返還免除型」貸付事業

を通じて、福祉人材の確保・定着の促進に努めるとともに、介護分野就職支援金など他

分野からの就職の促進に取り組んだ。 

 

 

 

 

 



 

 
 

〔返還免除型貸付事業の決定状況〕 

〔介護関係〕 
     

    令和５年度 令和６年度 令和７年度 

  件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 件数 金額（千円） 

介護福祉士等修学資金 357 213,601 369 211,808 395 238,692 

  うち、実務者研修 257 35,763 267 35,142 276 36,097 

介護職員等再就職準備金 11 3,395 5 1,547 2 564 

福祉系高校修学資金 5 1,590 5 1.860 9 2,430 

福祉系高校修学資金返還充当金貸付事業    0 0 0 0 0 0 

介護分野就職支援金 9 988 9 1,410 3 301 

障害福祉分野就職支援金 3 411 2 400 3 283 

〔保育関係〕       

保育士修学資金 20 24,034 35 47,478 30 37,730 

保育士就職支援資金（雇上費） 0 0 0 0 0 0 

保育士就職支援資金（保育料） 32 5,000 25 4,109 19 2,880 

保育士就職支援資金（準備金） 10 3,113 4 1,528 9 3,185 

 

２ 福祉サービス事業従事者の資質向上 

  福祉の仕事に従事する職員のキャリアアップ・スキルアップを図るため、経験年数や

役職に応じて継続的に知識や技術を高める福祉職員キャリアパス生涯研修（初任者・中

堅職員・チームリーダー・管理職員）、専門的知識・技術を習得する課題別研修（リスク

マネジメント、外国人のための介護技術、クレーム対応、ハラスメントなど）を実施し、

人材育成・資質向上に努めた。 

  より多くの方に参加いただくため、会場とオンライン参加の併用型に加え、動画配信

形式を導入して実施した。 

  ・21 研修実施：受講者 1,269 名（会場 601 名、オンライン 617 名、動画視聴 51 名） 

 

３ 岐阜県セルプ支援センター事業の実施 

  販売イベントの他、企業や団体等からの受注や「岐阜福祉の杜オンライン」等を通じ

てセルプ製品の販売・受注促進に取り組んだ。 

  〔斡旋額〕24,738,863 円（販売斡旋：11,968,505 円、受注斡旋：12,770,358 円） 

  また、「プロに学ぶ商品開発レッスン」において、作り方のコツ等を専門家が動画で解

説し、商品開発や改良に向けた取組を支援するとともに、新たに Instagram を活用し、

各種販売会の情報等を投稿し、広く PR を実施した。 


